
教授　松下　淳一

東京大学大学院
法学政治学研究科　

8

民事執行制度が適切に機能することは、司法制

度に対する国民の信頼を得るためには必須であ

る。民事執行制度の中で重要性の高い、金銭債権

の満足を目的とする不動産が対象の民事執行に

限ってみても、金銭債権の存在を認める確定判決

を得た当事者は、債務者の所有する不動産を目的

に強制執行をして、迅速かつ適切な回収を得るこ

とができなければ、訴訟で勝訴したことについて

満足を感じることはなく、かえって勝訴判決の意

味を疑い、司法制度の非効率に不満を覚えるであ

ろう。抵当権の設定を受けた債権者が、抵当権の

実行により被担保債権を迅速かつ適切に回収でき

ない場合にも、同様に、抵当権制度の意味を疑う

ことになろう。実体法が特定の利益を「権利」と

して定め、かつ自力救済を禁じる以上は、社会の

諸活動を権利の体系で規律するために、権利の実

現を保障する実効的な民事執行制度が不可欠なの

である。

司法制度の機能を語る場合、伝統的には、訴訟

手続における適正・迅速・両当事者への手続の機

会の充実が重視されてきた。しかし、司法救済の

実効性を高め、実体法上の権利が画餅に帰さない

ようにするための民事執行制度の改善も同様の重

要性を有するのである。例えば、平成13年６月に

司法制度改革審議会が公表した『司法制度改革審

議会意見書』が、「Ⅱ　国民の期待に応える司法

制度」の「第１　民事司法制度の改革」の中で、

「民事裁判の充実・迅速化」や「専門的知見を要

する事件・知的財産権関係事件・労働関係事件へ

評価の適切・迅速と
全国競売評価ネットワークの意義

の対応強化」等と並んで、「民事執行制度の強

化－権利実現の実効性確保－」を独立の項目とし

て挙げているのも、上記のような文脈で理解すべ

きであろう。

民事執行制度は、複数の制度・手続が有機的に

結びついて機能している。その一つである不動産

執行においては、手続の進行によって債権者及び

債務者・所有者が得る利益の総量を決めるのは対

象不動産の売却代金の額である。売却代金が高額

であればあるほど、担保権者等の債権者は債権の

回収という形で、債務者・所有者は債務・責任と

いう負担の消滅・軽減という形で、利益を受ける

のである。法は、個々の手続において、人為的な

あるいは偶然の要因から売却代金額が不当に低く

ならないようにするためにさまざまな制度・手続

を設けており、その多くは期間入札制度や三点

セットの公開等のように手続面での手当であると

ころ、実体的に売却代金の額そのものを規律する

のは、売却基準価額制度のみである。したがって、

売却基準価額が適切かつ迅速に定められること

は、不動産執行の機能の程度如何を決する重要な

要素であることになる。

この売却基準価額を執行裁判所が定める際に最

も重要なのが、言うまでもなく評価人による評価

である（民執60条１項）。法は、評価の担い手で

ある評価人に、立入質問権やライフライン調査権

等の権限を付与して（民執58条４項、57条２項・

５項）、適切かつ遅滞なき評価をしなければなら

ないと定めている（民執58条２項前段）。このよ
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うに評価人の権限の大きさと責任の重さとは表裏

一体であり、法は評価人による評価を権利の実効

的な実現のための重要な要素として位置付けてい

ることが見てとれるのである。

裁判例においても、評価人の評価の重要性を前

提とした判示がたびたびされている。例えば、平

成16年の民事執行法改正前の事案であるが、評価

人が成立すべき法定地上権を考慮に入れずに建物

の評価をしたことを理由に、最低売却価額の決定

手続に重大な誤りがあるとして、売却許可決定が

執行抗告を通じて取り消されたという事件がある

（東京高決平14・11・８判タ1109号109頁）。評価

人による評価が債権者や債務者・所有者の利益の

内実を事実上決する以上、売却許可決定の取消し

という重大な効果の発生もやむを得ないのであ

る。また、「不動産競売事件において、評価を命

じられた評価人は、評価の参考になる諸要因につ

いて充実した調査を行って的確な資料を収集し、

これによって、適正な評価額を算出するとともに、

競売参加者が対象物件の適正な価格を判断する参

考とすべく評価書にできる限り正確な記載をすべ

き職務上の義務があるというべきである。その調

査及び評価方法の選択においては、ある程度の裁

量が許されるが、執行官と比較して、より正確な

資料を求められるところから、その裁量の範囲は

狭く、具体的事案に応じて決定されるべき裁量の

範囲を超えるときは、評価を違法とするほかない。

また、評価人がその裁量の範囲にあると認められ

る調査及び評価の方法によっても、対象物件の客

観的に正しい現況を把握することができなかった

場合は、評価書にその旨明記して執行裁判所に評

価内容を報告すべき義務がある。」という一般論

に基づいて、土地の形状を誤った評価人に対する

買受人からの損害賠償請求を認めた裁判例もある

（札幌地判平６・３・３判タ849号62頁）。評価人

の職務上の義務の内容及び裁量の範囲についての

厳しい判示は、評価人の評価に対する高い期待の

裏返しでもある。

評価は、適正である必要があるのみならず、迅

速でもなければならない。しかし、適正と迅速と

は両立させることが難しい要請である。評価人が

個人のレベルでこの両者の要請を両立させること

には自ら限界があろう。適正と迅速との両方を追

求するためには、組織的に個々の事例とその分

析・研究を蓄積して、共有することが有用である。

全国競売評価ネットワークは、不動産競売手続に

おける評価事務に関して、全国の評価事務研究会

相互の情報交換、共同研究及び協力を深めること

により、全国レベルでの評価事務の標準化と改善、

発展を図り、もって裁判所との連携による不動産

競売手続の更なる迅速、適正化の推進に寄与する

ことを目的としている。この目的は、単に不動産

競売の実効化にとどまらず、権利の実効的な実現、

ひいては国民の司法に対する信頼を得るためにも

きわめて重要である。以上のような意味において、

全国競売評価ネットワークの活動の今後の一層の

発展を願ってやまない。
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